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1日本、経済産業省・次官・若手プロジェクトが 2017 年 5 月に「不安な個人、立ちすくむ国家」と題する報告書を公表した。そこで彼ら

























































































6宇野 (1969) はこれを「19 世紀 30～40 年代のイギリスにみられた旧来の手工業の没落という特殊事情を無視して一般化したもの」と説
明している。なお付録 B を参照のこと。
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図 3: 労働分配率と雇用判断 DI(過剰-不足)の推移 (季節調整済)
出典：経済産業省 (2002)
図 4: 労働分配率変動の要因分解 (前年同期差)
Ls =
Pi +Ot
(Pc + Pi +Ot)2
Pc   Pc
(Pc + Pi +Ot)2
Pi   Pc
(Pc + Pi +Ot)2
Ot (1)
ただし、Pc : 人件費、Pi : 経常利益、Ot : その他 (減価償却費＋支払利息等)
6
労働分配率 Ls は付加価値額に占める人件費の割合
のことであるが、実は剰余価値率 は Ls のオッズ比











 Lsは 1993年から 2002年にかけて概ね 0.7程度


































































10より詳しくみると、1)Ls と DIの重なり具合より、労働分配率 0.65程度が資本家にとって労働力の過剰を感じない限界であること (1994
年以降はその限界を下回らず、資本家は慢性的な労働力過剰感に悩まされている)。2)Ls と DIのズレについて、好況の初期には DIは Ls を













































前半までは 0.6前後 ( = 0:4 : 0:6)、それ以降は 0.7前




12ブレトン・ウッズ体制は第二次世界大戦中 (1944 年 7 月、アメリカ合衆国ブレトン・ウッズで開かれた連合国通貨金融会議) に結ばれた





















































 労働分配率は 1970年代前半までは 0.6前後 ( =













































































































































































































が消費されている規模 (G01 と G02 に相当する)を、接
続産業連関表の各年版を用いて示したものである 22。
これらより次のことがわかる。



































22接続産業連関表の 1985～1995、190～2000、1995～2005、2000～2011 を用いた。2011 の場合、教育は「631 教育」、「632 研究」、福



































































































































































































































































































































(3))である。ここで Y;C; I;G; T はそれぞれ付加価値、
消費、投資、公共投資、税収、co; tは消費性向と税率、
K は固定資本、vo は資本係数 32 である。(
Y = C + I +G C = co(Y   T )








(または不足)しているとき、資本係数 vo = K=Y





























を加減 (すなわち財政出動)することにより、Gw = Gn
を人為的に一致させるほかはないと説いた。
ところで、実はハロッド＝ドーマー・モデルの本質
は J.M.クラーク (1917)34 の加速度原理である。財政
政策のことを度外視 (t = 0)するならば、保証成長率
の議論は結局次の式 (6)と式 (7)に帰着されるからで
ある。

























































































1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020
出所：財務省「法人企業統計年報」をもとに筆者作成
図 16: 限界資本係数の長期的推移
35R.M. グッドウィン (1967) は固定資本が過剰である場合には設備投資が進まないとみて、これに対応する非線型加速度原理を提唱した
が、これは加速度原理の欠陥を表面的にとりつくろうものに過ぎない。
36このため、株主はその投資先がどれだけ有望であるかを判断するためにこの指標を使う。

















































































=) k = sy   nk
=) k = 0! sy = nk (10)
式 (10)を模式図で示すと図 17のようになる。この
図より sの増加、nの減少、、 の増加は k、yの
増加をもたらすことが分かる。











39世界市場では、およそ 3 年程度先行して激変が起きている。すなわち、1987 年のブラックマンデー、1997 年のアジア通貨危機、2007
年のサブプライム問題 (とリーマン・ショック) である。
40R.M. ソローはアメリカの計量経済学者で、マクロ生産関数の議論から技術革新を重視した。
































































































































































 労働分配率は 1970年代前半までは 0.6前後 (剰
余価値率  = 0:4 : 0:6)、それ以降は 0.7 前後










































































































, (最終アクセス: 2017.9.15), 2008























































































































































































































































































47Bernstein, Ed., "Die Voraussetzungen das Sozialismus und die Aufgaben der Sozialdemokratie", S.148-9 Stuttgart, 1898.
48Kautzky, K., "Bernstein und Sozialdemokratische Programm", S.128 Stuttgard, 1898.



























































































50Kuczynski, J., "Die Theorie der Arbeiter", Zweite Auage, Berlin, 1952, S.60. クチンスキーはユダヤ系ドイツ人の経済学者で、ナ
チスの政権掌握前にドイツ共産党に入党。一般にスターリニストと目されているが、ナチス・ドイツ時代に英国に亡命しており、その関係か
らスターリンその人からは忠誠について疑いの目で見られていたようである。なお、J. クチンスキーの父、R.R. クチンスキーも著名な人口
学者であり、A.J. ロトカとの間で安定人口理論の基礎概念のオリジナリティをめぐって論争したと言われる。稲葉 (2002) を見よ。




































































































































































52佐藤文明は、フリーライター、戸籍研究者。2011 年 11 月 3 日死去。
53正確さよりも分かりやすさを重視し、引用の順序を入れ替え、旧かなづかい、誤字を訂正している。
54日本の民法においてこれが実現されたのは、2013 年 12 月 5 日のことである。他方フランスにおいては、1871 年のパリ・コミューンに
までその歴史をさかのぼることができる。
55佐藤によれば、「1835 年『他国の女性によい待遇を与える必要』を書いたのがきっかけで女性解放運動の先駆者になった彼女 (トリスタ































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































1918 大 7 米騒動
1920 9 第一回国勢調査





1945 20 ポツダム宣言受諾 (終戦)
1947 22 民法改正
第一次ベビーブーム開始
1948 23 優性保護法 (翌年、経済条項)
1957 32 第一次人口転換の完了
1975 50 第二次人口転換開始



























































































85安藤 (2006) は、2006 年に合計特殊出生率が当時の過去最低を更新したことを受けて、次のように記している。「人口減少社会を目前に
































































2017 1 米トランプ政権 TPP離脱
他方、文部科学省はその高等教育政策の中で
COC(Center of Community) 事業と呼ばれる取り組
みを強化してきている。2012年 6月の「大学改革実行
862004(平 16) 年に特定不妊治療費助成事業が開始された。不妊専門相談センターの相談件数が、2005 年から 2006 年にかけて 1.78 万件
から 2.21 万件に急増した。
87稲葉 (2008) は合計特殊出生率 TFR と生涯未婚率 、平均初婚年齢 A との間で次のような関係があることを見出している。TFR =
(1  )(4:927  0:1136A)
ただし、出生率上昇について別の仮説も考えられる。同じく稲葉 (2008)は TFRと完結出生力 (あるコーホートにとっての最終的な家族規
模)G、晩産化の度合い k(k > 0で晩産化)との間に次の関係があると指摘している。TFR = G=(1 + k)すなわち、Gがほとんど変わらない
場合、晩産化の速度が鈍ることにより一時的に TFR が上昇する可能性がある。
88日本生産性本部は、生産性向上を目的とする〈国民運動〉をつくりだすという趣旨で昭和 29(1954) 年に通産省決定閣議承認により設置







2015年からは COC＋事業 93 として予算の重点配分
を行っており、全国で 42件 256大学の計画が採択され
ている。これは、就業力育成の動きとも関連している。
























































人口減少 =問題    I
人口減少 6=問題    II
人口法則 62生物学
(
人口減少 =問題    III













































































99稲葉はWilson and Pison(2004)を引きつつ、「2003年には全世界人口の半数の人々が、女性一人当たりの平均出生児が 2.1人以下の国々
に居住」していることから推論しているのであって、発展途上国の出生率を直接観察した結論ではないことに留意する必要がある。 C.Wilson
and G.Pison, More than half of the global population lives where fertility is below replacement level, population and Societies,
No.405, October 2004, INED
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Economics and the Law of Population
{ An Essay on the Society with a Decreasing Population in Historical
Materialism {
Yuichi Takashima 26 February 2018
One of chracteristics in contemporary Japanese society is the demographic phenomenon called
"depopulating society" or "a declining birth rate and an aging population". About this phenomenon,
we have the following discourses. 1)In order to reduce the heavy burden of the young generation
supporting the elderly generation, it is necessary to change the social security mechanism, so that
the ratio of self-payment by the elderly people may increase. 2)It is necessary to reduce the excessive
amount of infrastructure, which have been constructed for the past growing population. 3)Eorts to
increase the population have to be carried out actively, especially in the rural areas where outow
of population is signicant.
However, we have no answer with regard to what kind of economic laws have brought "depop-
ulating society" or "the declining birthrate" itself, and what kind of meaning it has in society. In
other words, we are not able to clarify the population law as one of the economic laws, and we don't
know why the declining population size is abhorred like plague, and in what sense it is "evil" or a
"social problem" to be avoided.
This paper aimes that how economics understands the meaning of the population on the level of
historical materialism and on the level of principle of economics. The main conclusion of this paper
are as follows. 1)Nature is always capable of supporting a certain population in an essential sense.
This is indicated by the fact that the rate of surplus value,which is the ratio of surplus working hours
to necessary working hours, is positive. However, in reality, the population is always excessive or
insucient for nature (social nature, the capital). This reality is produced by the capitalistic mode
of production. 2)The labor share was stable in the long term, around 0.6 until the rst half of the
1970s, and around 0.7 thereafter. This shift in labor share from 1973 to 1975 corresponds to the
fundamental change in economic system, specically to the end of the Bretton Woods regime. 3)In
the capitalism society, production and reproduction of labor are carried out within the family system
as private property. The wage paid to workers include expenses for nurturing and producing the
next generation of workforce, as well as expenses for maintaining the life of workers themselves. Ac-
cording to government statistics, the purchase ratio of education, welfare, etc to the total household
expenditure has not changed so much since 1985. 4)The production processes of education, welfare,
etc. themselves are the special kinds of capital production process, and their products are purchased
by both the government and the household. According to government statistics, the government
purchases the services overwhelmingly more than the purchase by households in both education
and welfare. We can see this as achievement by various systems of Japanese postwar democracy,
however, since 1985 this balance of payment is gradually collapsing.
keyword : the law of population, historical materialism, a society with a decreasing population
